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１．居宅介護支援事業者（法人）の概要

２．事業所の概要

(1)事業所名称及び事業所番号

(2)事業所の職員体制

常勤
(人)

非常勤
（人）

1 1 0 1

1 1 0 1

2 2 0 2

（3）通常の事業の実施地域

※上記地域以外でも御希望の方はご相談ください。

（4）営業日等

ケアプランセンターあかつき重要事項説明書

令和２年10月１日現在

法人種別・名称 社会福祉法人洛南福祉会

代　表　者 理事長　長田　修

所　在　地 京都市伏見区向島新上林１６

電　話　番　号 ０７５－６２２－８６８７

事　業　所　名 ケアプランセンターあかつき

管　理　者 廣瀬　明子

所　在　地 京都市伏見区深草大亀谷万帖敷町３７０－１

電　話　番　号 ０７５－６３２－８６５３

介護保険事業所番号 ２６７０９１７６８７

従業者の職種
人数
（人）

区分 常勤換算
後の人数

（人）
職務の内容

管理者 管理業務全般・居宅介護支援

主任介護支援専門員 居宅介護支援

介護支援専門員 居宅介護支援

通常の事業の実施地域 京都市伏見区深草全町、京都市伏見区桃山町

営業日　／　営業時間
月曜日～土曜日　／　８：３０～１７：３０
※営業時間外の電話は、当事業所転送専用携帯電話へ転送さ
れることで連絡体制を取っています。

営業しない日 日曜日、祝日、１２月２９日～翌年１月３日
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３．提供する居宅介護支援サービスの内容・提供方法

(１)居宅サービス計画（ケアプラン）の作成

【御利用者の実態把握について】

【居宅サービス計画書の原案作成について】

【サービス担当者会議について】

 【サービスの実施状況の継続的な把握、評価について】

(２)要介護等認定申請の申請代行

・介護支援専門員は、居宅サービス計画作成に当たって、御利用者の有している能力、提供を受
けているサービス、そこに置かれている環境等の評価を通じて、御利用者が現に抱える問題点を明
らかにし、御利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援し、解決すべき課題を把握し
ていきます。
・課題分析票は居宅サービス計画ガイドライン（全社協）を使用しています。

・介護支援専門員は、御利用者及びその御家族のサービスの希望並びに御利用者についての把
握された課題に基づき、当該地域における介護給付等の対象サービスが提供される体制を勘案し
て、提供されるサービスの目標、達成時期、サービスを提供する上での留意点を盛り込んだ居宅
サービス計画書原案を作成します。
・作成開始に当たっては、御利用者及びその御家族に対し、当該地区における指定居宅サービス
事業者等の名簿、サービス種類、サービス内容、利用料金の情報を提供し、御利用者がサービス
の選択を求められるようにします。
・居宅サービス計画作成については、御利用者及びその御家族の意思を尊重して、医療保健サー
ビス、福祉サービス等の多用なサービスを、サービス事業者と連携し、総合的、効果的な居宅サー
ビス計画を作成し、御利用者及びその御家族の承認を得てサービス提供の手続きを行ないます。

・介護支援専門員は、居宅サービス計画原案に位置づいたサービス担当者から、サービス担当者
会議の招集、意見聴取等により、当該居宅サービス計画書原案内容について、専門的な見地から
意見を求めなければなりません。
・介護支援専門員は、サービス担当者会議において、御利用者及びその御家族、利用予定となっ
たサービス事業者と居宅サービス計画書原案について合意形成を図ります。
・御利用者及びその御家族が、居宅サービス計画書原案について署名、捺印により同意されること
で、居宅サービスが開始となります。

・介護支援専門員は、居宅サービス計画作成後においても、御利用者、御家族、指定居宅サービ
ス提供者等との連絡を継続的に行うことにより、実施状況の把握を行い利用者の課題把握を必要
に応じて、居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者との連携調整、その他の便宜の提
供を行ないます。
・介護支援専門員は、原則として1ヶ月に1回以上御利用者居宅を訪問し、サービス利用票の同
意、サービスの実施状況の把握や評価を継続的に行ないます。

・御利用者及びその御家族の御希望により、介護保険申請代行します。
・要介護認定区分更新申請は、現在の要介護認定等の有効期限が終了する１ヶ月前からできるよ
うに必要な支援をします。
・要介護認定有効期間内に御利用者の状態が変化した場合、必要に応じて要介護認定区分変更
を行ないます。
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(３)給付管理

(４)介護保険施設の紹介等

４．費用

（1）利用料

区分

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

・加算項目

・介護支援専門員は、介護支援専門員が居宅サービス計画書作成後、その内容に基づいて毎月
給付管理票を作成し、京都府国民健康保険団体連合会に提出することで、保険請求します。
・介護支援専門員は、月1回居宅訪問において、御利用者が1ヶ月に利用する居宅サービスを確認
します。その際、要介護認定区分支給限度基準額を考慮します。
・介護支援専門員は、要介護認定区分支給限度基準額を超過する場合、その居宅サービスの利
用料を説明します。

・介護支援専門員は、御利用者がその居宅においてサービス提供が困難になった場合、御利用者
が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には介護保険施設への紹介その他の便宜を
行ないます。
・介護支援専門員は、御利用者が要介護認定更新後に新たに要支援認定を受けた場合には、円
滑に予防給付、新総合事業へ移行できるよう、地域包括支援センターへの紹介等の援助を行ない
ます。

　要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はありませ
ん。
　介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、支援事業者に直接介護保険給付が行われ
ない場合があります。その場合、利用者様は１箇月につき要介護度に応じて下記の利用料をお支
払い下さい。利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収書を発行します。

取扱い件数 要介護１・２ 要介護３・４・５

４０件未満 １１，３０９円／月 １４，６９１円／月

４０件以上６０件未満 ５，６６０円／月 ７，３４０円／月

６０件以上 ３，３９１円／月 ４，３９７円／月

※当事業所の地域区分は５級地です。（単価：１０．７円）
※区分ⅡとⅢについては、４０件以上の部分について算定します。

サービス内容 サービス単位 サービス利用料金

初回加算 ３００単位 ３，２１０円／回

特定事業所加算(Ⅱ) ４００単位 ４，２８０円／回

入院時情報連携加算(Ⅰ) ２００単位 ２，１４０円／回

入院時情報連携加算(Ⅱ) １００単位 １，０７０円／回

退院・退所加算ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加無連携１回 ４５０単位 ４，８１５円／回

退院・退所加算ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加無連携２回 ６００単位 ６，４２０円／回

退院・退所加算ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有連携1回 ６００単位 ６，４２０円／回

退院・退所加算ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有連携2回 ７５０単位 ８，０２５円／回

退院・退所加算ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加有連携3回 ９００単位 ９，６３０円／回

小規模多機能型居宅介護支援事業所連携加算 ３００単位 ３，２１０円／回

看護小規模多機能型居宅介護支援事業所連携加算 ３００単位 ３，２１０円／回

緊急時居宅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ加算 ２００単位 ２，１４０円／回

ターミナルケアマネジメント加算 ４００単位 ４，２８０円／回

特定事業所加算(Ⅳ) １２５単位 １，３３７円／回
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(２)利用料等のお支払い方法

５．事業所の特色等

(１)事業の目的

(２)運営方針

　毎月、１５日までに前月分の請求をいたしますので、２５日までに現金払いで当事業所の窓口にて
お支払いください。
　なお、入金確認（お支払い）後、領収証を発行します。

事業所の介護支援専門員その他の従業者（以下「介護支援専門員等」という。）が御利用者からの
相談に応じ、御利用者がその心身の状況や置かれている環境等に応じて、御本人や御家族の意
向等を基に、居宅サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等の計画を作成すると
ともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整
その他の便宜の提供を行ないます。

①　御利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力に
応じ、自立した日常生活を営むことができるよう配慮して援助に努めます。

②　御利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、御利用者自らの選択に基づき、
適切な保健医療サービス及び福祉サービスや事業者の連携を得て、総合的かつ効果的な介護
サービス計画に基づいて介護サービスが提供されるよう配慮して行ないます。

③　御利用者の意思及び人格を尊重し、常に御利用者の立場に立って、御利用者に提供される
サービス等が特定の種類または特定の事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行ないま
す。

④　事業の運営に当たっては、保険者、地域包括支援センター、他の在宅介護支援センター、他
の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。

⑤　御利用者の要介護認定等に係る申請に対して、御利用者の意思を踏まえ、必要な協力を行な
います。また、要介護認定等の申請が行われているか否かを確認し、その支援も行ないます。

⑥　保険者から要介護認定調査の委託を受けた場合は、その知識を有するよう常に研鑽に努め、
被保険者に公正、中立に対応し正しい調整を行ないます。

⑦　事業所は、介護保険法その他の法令、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す
る基準（平成１１年厚生省令第３８号）」等に定める内容を遵守し、事業を実施するものとします。
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６．サービス内容に関する苦情等相談窓口

７．緊急時及び事故発生時等における対応方法

８．秘密の保持と個人情報の保護について

当事業所御利用者
相談窓口

【窓口責任者】　当事業所管理者
【御利用時間】　８：３０～１７：３０
【御利用方法】　電話　０７５－６３２－８６５３

当法人相談窓口
【窓口責任者】　当法人副施設長
【御利用時間】　８：３０～１７：３０
【御利用方法】　電話　０７５－６２２－８６８７

京都市伏見区役所
深草支所

保健福祉センター
健康長寿推進課

【受付時間】　９：００～１７：００（土・日・祝日・12月29日～1月3日を除く）
【電話番号】　０７５－６４２－３６１６

京都市伏見区役所
保健福祉センター
健康長寿推進課

【受付時間】　９：００～１７：００（土・日・祝日・12月29日～1月3日を除く）
【電話番号】　０７５－６１１－２２７９

京都府国民健康
保険団体連合会

【受付時間】　９：００～１７：００（土・日・祝日・12月29日～1月3日を除く）
【電話番号】　０７５－３５４－９０５０

　サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかに利用者様の主治医、救急隊、緊急
時連絡先（ご家族等）等へ連絡をするとともに必要な措置を講じます。
　また、サービス提供中に事故が発生した場合には、必要な措置を講じるとともに上記に加え、京都
市、市町村及び当該利用者の家族等に連絡を行います。

主治医

病院名

所在地

氏名

電話番号

緊急連絡先
（御家族等）

氏名（続柄） （　　　　　　　　）

（携帯）電話番号

住所

 (１)利用者、その家族に関する秘密の保持について事業者はサービスを提供するうえ　で知り得
た、利用者及びその家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この秘密保持義
務は、契約終了後も継続します。

(２)当事業所が得た御利用者及びその御家族の個人情報については、介護サービスの提供以外の
目的では原則的に利用しません。サービス担当者会議等及び介護支援専門員実務研修実習生受
け入れにおいて御利用者の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書により得ま
す。
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事業者

説明者

住所

氏名

住所

氏名

（御利用者との関係：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

説明者は、居宅介護支援の開始にあたり、御利用者及び御家族に対して重要事項説明書を交付
のうえ、居宅介護支援のサービス内容及び重要事項の説明をいたしました。

説明年月日：　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

住所 京都市伏見区深草大亀谷万帖敷町370-1

事業者法人名 社会福祉法人洛南福祉会

事業所名 ケアプランセンターあかつき

事業所番号 ２６７０９１７６８７

代表者名 廣瀬　明子

職名 介護支援専門員

氏名 ㊞

　私は、重要事項説明書に基づいて居宅介護支援のサービス内容及び重要事項の説明を受け、
その内容に同意の上、本書面を受領しました。

御利用者本人

㊞

（署名・法定）
代理人

㊞

6 / 6 ページ


